Hoehn & Yahr 4ド イジョウ ノ パーキンソンビョウ カンジャ ノ カイゴ ホケン リヨウ ノ ジッタイ チョウサ by 坂本  祐子 et al.
－11－
山形医学　2003；21（1)：11-23
Hoehn & Yahr 4 度以上のパーキンソン病患者の
介護保険利用の実態調査
坂本祐子，佐藤和佳子，千葉さおり＊，木村英紀＊＊，加藤丈夫＊＊
山形大学医学部看護学科臨床看護学講座
 ＊東北厚生年金病院
 ＊＊山形大学医学部内科学第三講座
(平成14年7月23日受理)
要　　　旨
 別刷請求先：坂本祐子（山形大学医学部看護学科臨床看護学講座）〒990-9585　山形市飯田西２－２－２
目的： Hoehn＆ Yahr (HY)４度以上のパーキンソン病患者の介護保険利用状況の調査を
行った。
対象：山形県内の 14医療機関に通院する HY4度以上のパーキンソン病患者とした。
方法：自記式アンケート用紙により、基本的属性、ADL自立度、パーキンソン症状によ
る生活障害、通院状況、医療処置、介護保険申請率、要介護度、利用サービス内容を調
査した。介護保険申請群の特徴をみるため、申請群と非申請群の２群に分け比較を行っ
た。また、認定要介護度とADL自立度、パーキンソン症状による生活障害の関連の検討
を行った。
結果：対象者の平均年齢（± SD）は 73.1（± 8.0）歳であり、性別は男性 19名、女性
42名であった。介護保険は 48名（80％）が申請していた。申請群と非申請群に有意差
がみられた項目は、年齢、介護年数、ADL項目の入浴の自立度であった。要介護度はⅠ
度からⅤ度まで分散していたが、要介護度と ADL自立度との間には強い正の相関
（r=0.80，p<0.01）、パーキンソン症状との間には弱い正の相関（r=0.39，p<0.05）が
認められた。以上の結果より、重度パーキンソン病患者では、同じ Hoehn & Yahr重症
度であっても認定される要介護度に相違があること、要介護度とＡＤＬ自立度が相関す
ることが明らかになった。今後、パーキンソン症状の変動による要介護度への影響につ
いて更に追跡し、より適正な認定を受けているかについて検討の必要があることが示唆
された。
キーワード：パーキンソン病患者、介護保険、ADL、パーキンソン症状
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状にある 8）。
　そこで本研究では、日常生活全般に何らかの
介護や医療処置を必要とする HY4度以上の
パーキンソン病患者を対象に、在宅療養支援の
構築のための基礎調査として、介護保険制度施
行以後の在宅療養生活の実態について調査を
行った。
研究方法
１． 調査対象
　対象者は、山形県内の神経内科・脳神経外科
を標榜する 14医療機関に通院する PD患者の
うち、2001年 10月現在HY4度以上の患者とし
た。
２． 調査期間
　2001年 10月 1日～同年 11月 20日までの間
に調査を行った。
３． 調査方法
　対象者が外来受診時、主治医が無記名式の自
記式アンケート用紙を配布し、郵送による回収
を行った。
４． 調査項目
１） 基本的属性
　対象者自身については、年齢、性別、発症年
齢、家族構成、併存疾患について調査した。主
介護者については、年齢、性別、介護年数、要
介護者との続柄、副介護者の有無とその続柄、
就業状況について調査した。
２） ADL自立度
　ADL自立度は、食事、整容、更衣、トイレ動
作、入浴、移動の６項目について、「1：自立」「2：
修正自立」「3：部分介助」「4：全介助」の 4段
階の自己評価とした。それぞれの定義は、「時
間をかけずにひとりで出来る」、「時間をかけれ
ばひとりで出来る」、「一部介助が必要」、「全面
的に介助が必要」とした。
３） パーキンソン症状による生活障害
　パーキンソン症状による生活障害は、運動症
状としてすくみ足、突進、振戦、発語障害、自
緒　 　言
　現在、日本における難病対策は、①調査研究
の推進②医療施設などの整備③医療費の自己負
担の軽減④地域における保健医療福祉の充実・
連携⑤Quality of Lifeの向上を目指した福祉施
策の推進が行われている現況にある 1）。
　神経変性疾患であるパーキンソン病（以下
PD）は、静止時振戦、筋固縮、無動症、姿勢反
射障害を 4大症状とする神経変性疾患であり、
日本における有病率は、人口 10万人あたり約
100人であるが、60歳以上人口では 10万人当
たり300～500人と推定され 2），３）、高齢化が進行
する日本では今後有病者数の増加が予想されて
いる。PDは、薬物療法の確立以降、適切な治
療により長期にわたって症状が改善され、生命
予後は比較的良好である。しかし、経過期間の
長期化に伴い、歩行障害、動作緩慢、手足の振
戦 等 に 起 因 す る ADL（Activities of Daily 
Living）障害が進行するとともに４）、コミュニ
ケーション障害や精神症状などが生じること、
経管栄養や気管吸引など医療処置が必要となる
場合が多く、患者や家族が直面する在宅療養上
の問題は多岐にわたる 5)-7）。
　PDの重症度は、Hoehn & Yahr重症度分類
（以下 HY）で示され、パーキンソニズムなしの
HY 0度から日常生活全面介助の HY５度まで
で表される。パーキンソン病患者の重症度別の
生活調査では、援助者や仕事の有無などの日常
生活、社会福祉資源の活用などが調査されてい
るが 5）、ADL自立度やパーキンソン症状による
生活障害の程度など日々の療養生活に直接影響
を与える要因については検討されていない現状
にある。また、保健・医療・福祉にわたる介護
サービスが総合的に利用できることを目的に
2000年４月より介護保険制度が施行され、
パーキンソン病は第２号被保険者が申請可能な
15特定疾患の一つに指定されているが、その利
用状況については、十分に検討されていない現
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結　 　果
１． 対象者の特徴
　山形県内 14医療機関に 166部配布したとこ
ろ 68名（41％）から回答があり、入院・入所
中の 7名を除いた 61名とその主介護者 58名が
分析対象となった。
１） 対象者の基本的属性（表１-1）
　対象となった 61名は、平均年齢（± SD）は
73.1± 8.0歳、平均罹病年数（± SD）は 12.4
± 6.2年で、性別は男性 19名（31％）、女性 42
名（69％）であった。家族構成は、３世帯家族
が 33名（55％）と最も多く、独居者は２名の
みであった。
２） ADL自立度とパーキンソン症状による生
活障害（図 1，図 2）
　ADL項目のうち最も自立が維持されていた
のは食事であり、ついで整容、トイレの順で
あった。最も自立が障害されていた ADL項目
律神経症状として便秘について、「1：支障なし」
から「5：最重度」までの 5段階の自己評価と
した。
４） 受療状況
　受療状況は、通院状況と医療処置について調
査した。通院状況は、通院回数、通院方法、通
院介助の有無とその理由、家庭医の有無、医療
処置はパーキンソン病患者に多い経管栄養、尿
留置カテーテル、吸引、摘便と浣腸、褥瘡処置 6）
の有無について調査した。
５） 介護保険
　介護保険申請の有無、要介護度、利用サービ
ス内容について調査した。
５． 対象者の分類基準
　介護保険申請者の特徴を明らかにするため、
介護保険申請者を「申請群」、非申請者を「非
申請群」に分類した。また、要介護度が分散す
る事が報告されていることから 8）、要介護度別
の特徴をみるために、対象者を要介護度別に分
類した。
６． 分析方法
　平均値の差の検定はｔ-検定，比率の差の検
定はχ２検定と Fisher直接確率計算法、カテゴ
リー変数の中央値の差の検定はMann-Whitney
のU検定、２変数間の相関には Spearman相関
係数を用いた。統計解析には、統計ソフトパッ
ケージ SPSS 10.0 for Windowsを使用し、回答
者数の少ない項目は正確確率検定を行い、有意
水準を５％未満とした、統計解析は質問項目ご
とに回答が得られた対象者について行った。
７． 倫理的配慮
　調査協力については、外来担当医が外来受診
時に調査主旨と協力依頼を口頭で説明し、同意
が得られた対象者に対し、あわせて文書による
説明書と調査用紙を配布した。調査用紙は、無
記名とし、調査項目は個人が特定される情報が
ないよう配慮した。
 表１-1.　対象者の基本的属性
 対象者 61名の基本的属性を示した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=61
　 項　目　　　　　　　　　　 平均値±ＳＤ
　年　　齢　　　　　　　　　　73.1± 8.0歳
　罹病年数　　　　　　　　　　12.4± 6.2年
　　　　　　項　目　　　　　　人数（％）
　性　　別
　　　　　　男性　　　　　　　　19（31）
　　　　　　女性　　　　　　　　42（69）
　家族構成
　　　　　　３世帯　　　　　　　33（55）
　　　　　　２世帯　　　　　　　11（19）
　　　　　　夫　婦　　　　　　　13（22）
　　　　　　独　居　　　　　　　 2（ 4）
　併存疾患
　　　　　　高血圧症　　　　　　 9（15）
　　　　　　心疾患　　　　　　　 8（13）
　　　　　　脳血管障害　　　　　 4（ 7）
　　　　　　その他　　　　　　　14（23）
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は入浴であり、51名（84％）が何らかの介助を
必要としていた。
　パーキンソン症状による生活障害は、すくみ
足による障害が最も大きく、生活に支障なしと
回答した対象者はみられなかった。
３） 主介護者の基本的属性（表1-2）
　主介護者は、平均年齢（± SD）は 62.0± 14.8
歳、平均介護年数（± SD）は 8.2± 5.2年、性
別は男性 22名（38％）、女性 36名（62％）で
あった。要介護者との続柄は、配偶者が 32名
（54％）と最も多く、次いで（義）父母 24名
（41％）の順であり、副介護者がいないと回答
した介護者が 24名（41％）あった。
４） 対象者の受療状況（表2-1，表2-2）
 　1ヶ月間の通院回数は、平均 1.3± 0.6回で
あった。通院方法は、家族が運転する自家用車
が 42名（69％）と最も多かった。通院に介助
を必要とする対象者は 58名（95％）あり、そ
 表１-2.　主介護者の基本的属性
 主介護者の基本的属性を示した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=59
　　項　目　　　　　　　　　　　平均値±ＳＤ
　年齢（歳）　　　　　　　　　　　62.0± 14.8
　介護年数（年）　　　　　　　　　 8.2± 5.2
　　　　　項　目　　　　　　　　人数（％）
　性別
　　　　　　男性　　　　　　　　　22（38）
　　　　　　女性　　　　　　　　　36（62）
　続柄
　　　　　　配偶者　　　　　　　　33（55）
　　　　　　（義）父母　　　　　　 24（41）
　　　　　　その他　　　　　　　　 3（ 5）
　介護交代者の有無
　　　　　　有　　　　　　　　　　35（59）
　　　　　　無　　　　　　　　　　24（41）
　就業状況
　　　　　　常勤・非常勤　　　　　14（23）
　　　　　　家事・無色　　　　　　45（77）
図１．対象者の ADL自立度
図２．対象者のパーキンソン症状による生活障害
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の理由として多かったのは病院への移送が 42
名（69％）、病院内の移動が 45名（78％）、診
察時の介助が 35名（60％）であった。24名
（39％）が家庭医を有しており、その理由はＰ
Ｄ以外で受診、ＰＤ主治医からの紹介、往診が
受けられるであった。冬季の通院状況は、変わ
らない 48名（82％）、通院回数の削減５名
（9％）、家族のみ受診５名（9％）であった。
　必要としている医療処置は、摘便・浣腸 18
名（30％）、褥瘡 11名（18％）の順に多く、褥
瘡処置の実施者は家族８名、医師２名、看護婦
１名であった。
２． 介護保険申請群と非申請群の比較（表3）
　介護保険は、61名中 48名（80％）が申請し
ていた。
 対象者の基本的属性では、「申請群」は年齢が
有意（p<0.05）に高齢であったが、主介護者の
介護年数は有意（p<0.01）に短期間であった。
　ADL自立度では、「申請群」は入浴の自立度が
有意（p<0.01）に低下していた。
　パーキンソン症状による生活障害では、両群
に有意差はみられなかった。
３． 要介護度と基本属性、介護保険利用状況の
　関連
１）  要介護度（図 3）
　介護保険申請者 48名のうち要介護Ⅰ度以上
の認定を受けていた対象者は 39名であった。
認定を受けた要介護度は、Ⅰ度が 7名（17％）、
Ⅱ度が 6名（14％）、Ⅲ度が 12名（29％）、Ⅳ
度が 6名（14％）、Ⅴ度が 8名（19％）と分散
していた。
２） 要介護度と ADL自立度、パーキンソン症
 状による生活障害の関連
【ADL自立度】（図４）
　ADL自立度と要介護度との間には、強い正の
相関（r=0.80，p<0.01）が認められたが、同じ
要介護度であっても ADL自立度にばらつきが
みられた。
【パーキンソン症状による生活障害】（図 5）
 パーキンソン症状による生活障害と要介護度
との間には、弱い正の相関（r=0.39，p<0.05）が
認められた。
【購入物品】（表 5）
 購入物品では、Ⅲ度以上の対象者では尿器や
ポータブルトイレの準備・購入が有意（p<0.05）
に多かった。
【利用サービス内容】（図 6）
 表２-1.　対象者の通院状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=61
　　　　　　項　目 　　　　　　　　人数（％）
　１ヶ月の通院回数（平均±ＳＤ）　　1.3± 0.6
　通院方法
　　　自家用車（家族運転）　　　　　 42（69）
　　　自家用車（本人運転）　　　　　  1（ 2）
　　　公共交通機関　　　　　　　　  16（26） 
　　　その他　　　　　　　　　　　 　2（ 3）
　通院介助
　　　有　　　　　　　　　　　　　  58（95）
　　　無　　　　　　　　　　　　　 　3（ 5）
　介助理由
　　　病院への移送　　　　　　　 　 42（69）
　　　病院内の移動　　　　　　　　  45（78）
　　　診察時の介助　　　　　　　　  35（60）
　　　不安　　　　　　　　　　　　  32（51）
　家庭医
　　　有　　　　　　　　　　　　　  24（39）
　　　無　　　　　　　　　　　　　  37（61）
　冬季通院状況
　　　不変　　　　　　　　　　　 　 48（82）
　　　受診回数の減少　　　　　　　 　5（ 9）
　　　家族のみ受診　　　　　　　　 　5（ 9）
　　　　　　　　　　　　　　数値（ ）：人数（％）
 表２-2．対象者が必要としている医療処置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=61
　　　　　　項　目 　　　　　　　　人数（％）
　経管栄養　　　　　　　　　　　　　　1（ 2）
　尿留置カルーテル　　　　　　　　　　2（ 3）
　摘尿・浣腸　　　　　　　　　　　　 18（30）
　痰の吸引　　　　　　　　　　　　　　1（ 2）
　褥瘡処置　　　　　　　　　　　　　 11（18）
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 表３.　介護保険申請群と非申請群の比較
　対象者を介護保険申請群（申請群）と介護保険非申請群（非申請群）に分け、基本的属性の
比較を行った結果を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=60
　　　　　　介護保険
申請群（n=48）  　　非申請群（n=12）
　　　 p値平均±ＳＤ　　　　　平均±ＳＤ項　目 
　　　0.015
　　　0.238
　　　0.184
　　　0.008
74.4± 6.8　　　　　68.4± 10.5
11.9± 6.2　　　　　14.3± 6.0
64.0± 14.1　　　　 57.6± 17.2
 7.5± 4.5　　　　　12.4± 6.7
　年齢（歳）
　罹病期間（年）
　介護者の年齢（歳）
　介護年数（年）　
　　　χ 2値人数（％）　　　　　　 人数（％）項　目 
　　　　4.9
　　　　0.21
　　　　0.004
　24（40）　　　　　　　 8（14）
　21（36）　　　　　　　 3（ 5）
　 1（ 2）　　　　　　　 2（ 3）
　28（47）　　　　　　　 7（12）
　18（31）　　　　　　　 6（10）
　11（19）　　　　　　　 3（ 5）
　35（59）　　　　　　　10（17）
　要介護者との続柄（n=59）
　　　　　　配偶者
　　　　　　（義）父母
　　　　　　その他
　介護交代者（n=59）
　　　　　　有
　　　　　　無
　介護者の就業（n=59）
　　　　　　有
　　　　　　無
　　　　 p値中央値　　　　　　　　中央値項　目 
　　　　0.053
　　　　0.183
　　　　0.688
　　　　0.103
　　　　0.005
　　　　0.513
　　　　0.337
　　　　0.087
　　　　0.166
　　　　0.919
　　　　0.849
   3.0　　　　　　　　　  2.0
   3.0　　　　　　　　　  2.0
   3.0　　　　　　　　　  3.0
   3.0　　　　　　　　　  2.0
   4.0　　　　　　　　　  3.0
   3.0　　　　　　　　　  3.0
   2.0　　　　　　　　　  3.0
   2.0　　　　　　　　　  3.0
   3.0　　　　　　　　　  4.0
   3.0　　　　　　　　　  3.0
   3.0　　　　　　　　　  3.0
　ADL自立度
　　　　　　食　事
　　　　　　整　容
　　　　　　更　衣
　　　　　　トイレ動作
　　　　　　入　浴
　　　　　　移　動
　パーキンソン症状による生活障害
　　　　　　すくみ足
　　　　　　振　戦
　　　　　　突進歩行
　　　　　　発語障害
　　　　　　便　秘
 t-検定，Fisherの直接確率計算法，χ 2検定，Mann-Whitneyの U検定
坂本，佐藤，千葉，木村，加藤
－17－
　図３.　介護保険申請者の要介護度
 介護保険申請者のうち要介護Ｉ度以上の認定を受けた対象者の分布を示した。
 表４.　要介護度別の準備・購入物品
　要介護度と準備・購入物品の関連の検定を行った結果を示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=３９
　χ 2値　 Ⅴ度　 Ⅳ度 　Ⅲ度　 Ⅱ度 　 Ｉ度項 目 
　　4.6
　　5.9
　　8.6
　　11.6 ＊
　5（13）
　3（ 8）
　3（ 8）
　5（13）
　6（15）
　2（ 5）
　5（13）
　3（ 8）
　1（ 2）
　5（13）
　5（13）
　1（ 2）
　4（10）
　2（ 5）
　6（15）
　0（ 0）
　8（20）
　4（10）
　8（20）
　4（10）
　3（ 8）
　9（23）
　8（20）
　4（10）
　3（ 8）
　3（ 8）
　4（10）
　2（ 5）
　1（ 2）
　5（13）
　2（ 5）
　4（10）
　3（ 8）
　4（10）
　2（ 5）
　5（13）
　2（ 5）
　5（13）
　1（ 2）
　6（15）
　家屋の増改築
　　　　　有
　　　　　無
　ベッド
　　　　　有
　　　　　無
　車椅子・歩行器
　　　　　有
　　　　　無
　尿器・ポータブルトイレ
　　　　　有
　　　　　無
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　数値（ ）：人数（％），＊ p<0.05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　Fisherの直接確率計算法　
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　図４.　ADL自立度と要介護度の関連
 ADL６項目の自立度の合計と要介護度の散布図を示した。横軸は ADL自立度の合計を示し、縦軸は
介護度を示している。ADL自立度の合計は、数値が高いほど自立度が低いことを示している。
　図５.　パーキンソン症状による生活障害と要介護度との関連
 パーキンソン症状による生活障害の合計と要介護度の散布図を示した。横軸はパーキンソン症状によ
る生活障害の合計を、縦軸に介護度を示した。パーキンソン症状による生活障害の合計は、数位が高い
ほど障害が大きいことを示している。
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期低下が予測されたが、本調査対象では食事の
自立度は比較的維持されていた。本調査は横断
調査であり限界はあるが、ADL 6項目の要介護
者の頻度は、「入浴」が最も多く、以下「移動」、
「更衣」、「トイレ動作」、「整容」、「食事」の順
であった。この順序性は、在宅高齢者の要介護
に至る ADLの順序性 10）や、ADLの難易度 11）
と同様であり、PD患者における ADL自立度低
下は、疾患特異的ではないことが考えられた。
　パーキンソン症状による生活障害は、個別性
が強く一定の傾向はみられなかった。すくみ足
により生活に支障がないと回答した対象者がい
ないことから，ADL項目の歩行の自立度低下
にはすくみ足が影響していることが推測され
た。
　介護者の基本的属性は、介護交代要員を有す
る主介護者の割合が 59％と、先行研究の
15.4％６）と比較して多い傾向にあったが、その
背景については明らかにすることはできなかっ
た。
　受療状況では、通院に 58名（95％）が介助
を必要とし、その理由は医療機関までの移動と
医療機関内の移動の介助であり、主介護者や家
　デイケアやショートステイは、いずれの要介
護度の対象者も利用していたが、訪問入浴は要
介護Ⅲ度以上の対象者のみが利用していた。
考 　　察
１．対象者の特徴
 HY４度では日常生活に何らかの介助が必要
になるが、61名中２名が独居高齢者、12名が高
齢者夫婦世帯であった。独居の 80歳の女性は
近隣に居住している家族から介護を受けていた
が、家族から「今後、どうするか悩んでいる。」
という意見が寄せられた。下田らは、高齢社会
の進行は、相対的に家庭介護力の低下を招いて
おり、介護者を抱える家庭内の問題としてとら
えるのではなく、地域全般の問題としてとらえ
る必要性を述べている 9）。３世帯家族が多い山
形県においても、家族構成は核家族化や夫婦世
帯が増加している現状にあり、独居者だけでな
く、高齢夫婦世帯を含め、PD患者の在宅療養
支援ネットワーク構築の必要性が示唆された。
　PD患者では、症状の進行とともに振戦や嚥
下障害が出現することから、食事の自立度の早
　図 6 .　要介護度別の利用サービス内容
 要介護度別に利用しているサービス内容を示した。横軸に要介護度とサービスの内容を示し、縦軸に
人数を示している。
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が生じる PD患者では、多様な動作の集合であ
る入浴の自立度の低下は、福祉サービス利用開
始の機会になるのではないかと考えられる。
３．要介護度と基本属性、介護保険利用状況の
　関連
　「かなり進んだ障害。介助なしに何とか歩行・
起立が可能」とされるHY4度以上の対象者が認
定された要介護度は、「生活の一部に部分的な
介護が必要な状態」の要介護Ⅰ度から「過酷な
介護が必要な状態」の要介護Ⅴ後まで分散して
いた。この結果は、川井らの、PD患者の要介
護度は、運動機能障害や ADLは同程度でも患
者によって認定結果に著しい開きがあるという
報告 8）と同様であった。ADL自立度と要介護度
に強い正の相関がみられたことから、HY4度以
上の PD患者が認定を受けた要介護には、ADL
自立度が反映されていることが示唆された。
　PD患者の要介護状態は、パーキンソン症状
の進行や薬剤の効果に影響されると推測される
が、パーキンソン症状による生活障害と要介護
度との相関（r=0.39）は、ADL自立度（r=0.80）
についてのものに比較し弱いものであった。日
常生活について対象者や介護者から「良くなっ
たり、悪くなったり1日24時間毎日違うので大
変。」などの意見が寄せられていた。したがっ
て、パーキンソン症状による生活障害は、障害
される水準よりも、on-off時の症状の差異や、
offの出現頻度や持続時間が介護上の問題とな
るが、これらが認定を受けた要介護度に反映さ
れていないことが推測される。一方、面接調査
では、患者自身が日ごろの状況を答えることが
出来なかったため、調査法の選択肢の判断に迷
う事が多かったことが報告されている 17）。今
後、ADL自立度や PD症状の日内変動や日差と
要介護度との関連について、追跡調査が必要で
あると考える。
　自助具の準備・購入では、尿器・ポータブル
トイレのみ要介護度と関連がみとめられたが、
その背景については本調査では明らかにするこ
とは困難であった。
族がその任を担っている。神経難病患者の在宅
療養継続には、医療アクセスの確保が重要とさ
れている 12）。医療機関までの移動に移送サービ
スを利用している対象者は少なく、主介護者の
高齢化に伴い医療機関へのアクセスの確保や往
診体制確立の必要性が示唆された。
２．介護保険申請群と非申請群の比較
　介護保険申請群と非申請群では、年齢、介護
年数、入浴の自立度に有意差が認められた。川
井らは、申請率は年齢が高くなるにつれて上昇
することを報告している 8）が、本調査でも同様
の傾向が示された。PD患者は、第 2号被保険
者も介護保険申請が可能な特定疾患に指定され
ている 13）が、本調査では 65歳未満の申請者は
少ない現状にあった。白澤は、ケアマネジメン
トの意義として、利用者の立場から考えると要
援護者やその家族がサービス提供を求めて様々
な窓口に赴かなければならないこと、どの機関
に行けばどのようなサービスを受けられるかを
十分に認識していないことを述べている 14）。自
由回答欄に「私は若いから、利用できる制度が
ない。」という記載があり、対象者の中には，
介護保険に対する情報不足から申請の機会を逸
している対象者が少なからず存在することが推
測された。今後、社会資源活用の情報提供だけ
でなく、手続きをする際の援助を含め細やかな
配慮の必要性が示唆された。
　介護年数は非申請群が有意に長期化していた
が、罹病期間では両群に有意差がないことか
ら、申請群では PDの診断から要介護状態に至
るまでの進行が速かったと考えられる。診断か
ら要介護状態に至るまでの期間が、在宅介護に
何らかの影響を与えている事が推測された。
　ADL 6項目のうち有意差がみとめられたの
は入浴であった。入浴は、介助を要する難易度
の高い ADLであり 10）,11）、在宅の要介護高齢者
では入浴の自立度が家族の介護負担と相関する
こと 15）、訪問看護を受けている要介護者が利用
している福祉サービスでは訪問入浴が最も多い
こと 16）が報告されている。動作の円滑性に起伏
坂本，佐藤，千葉，木村，加藤
－21－
神経疾患．東京；中山書店，2002：294-302
 ３．Kimura H，Kurimura M，Wada M，Kawa-
nami T，Kurita K，Kato T， et al．: Female 
Preponderance of Parkinson's Disease in 
Japan．Neuroepdemiology (in press)
  ４．山本光利：パーキンソン病診断ハンドブック．
東京；ライフ・サイエンス，2001：56
５．藤井千枝子，大越教夫，佐藤親次，森田展彰，
小田晋：難病患者に対する障害者プランの充実に
関する研究　パーキンソン病患者の生活調査か
ら．日本保健福祉学会誌 1997；4：35-43
６．牛込三和子，江澤和江，小倉朗子，川村佐和子，
廣瀬和彦：神経系難病における在宅療養継続に関
連する要因の研究．日本公衛誌 2000；47：204-
215
７．門馬則子，笠原ユキエ，長谷川修，太田秀一：
パーキンソン病外来患者の日常生活に関する実
態調査と生活指導．臨床看護　1995；21：281-
288
８．川井充，大矢寧，小川雅文：Parkinson病患者
の要介護認定結果は障害程度を適正に反映して
いるか．神経内科 2001；55：169-173
９．下田宏子，本田米子，坂井希三子，竹原久子，
中村　久：難病（神経・筋疾患）患者およびその
家族の生活実態調査．日本公衛誌　1996；43：
918-823
10．辻一郎，南優子，深尾彰，久道茂，佐藤牧人，
浅野弘毅：高齢者における日常生活動作遂行能力
の経年的変化．日本公衛誌　1994；41：415-423
11．土屋弘吉，今田拓，大川嗣雄編集：日常生活活
動（動作）第 3版．東京；医歯薬出版株式会社，
1999：37-52
12．織田初枝，大森絹子，高橋郁恵，城戸照彦：
パーキンソン病患者を支える地域ケアシステム
の構築課題に関する検討．金大医保紀要　1999；
23：13-23
13．財団法人厚生統計協会編：国民衛生の動向・
厚生の指標臨時増刊号　2001；48：235-241
14．白澤政和：ケアマネジメントの基本的な考え
方．訪問看護と介護　1996；1：313-320
15．加藤欣子，深沢華子，佐伯和子，平野憲子，和
泉比佐子：在宅の要介護高齢者を介護する家族の
介護負担感に関連する要因　主介護者の続柄に
　要介護度別の利用サービスは、要介護ⅠとⅡ
度では居宅サービスあるいは施設サービスのい
ずれかを利用していたのに対し、要介護Ⅲ度以
上では居宅サービスと施設サービスを併用する
傾向にあった。介護給付費は、要介護度別に設
定され、要介護度の重度化とともに増額するた
め、このような傾向がみられたと考えられる。
しかし、サービス利用は、介護給付費の 1割負
担という応益負担制をとるため、サービス利用
が抑制されていることが報告されている 18）。
「年金に頼ってのサービスで、利用回数を増や
したいと言うものの大変です。」 という意見が
寄せられていることから、本調査においても経
済的理由からサービス利用を制限している対象
者の存在が推測された。
　本研究の調査対象となった 14医療機関は地
域の主幹病院であり、介護の重度化に伴い介護
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まれていない。今後、療養型病床群や老人保健
施設入所中 PD患者についても、要介護度の検
討が必要であると考えられる。 
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A  Study of Circumstances on the A pplication of 
Long-Term Care Insurance to Patients with 
Parkinson's Disease over Hoehn & Yahr Stage 4
ABSTRACT
Purpose: The purpose of this study was to announce circumstances on the application 
of long-term care insurance (LTCI) for patients with Parkinson's disease (PD) over 
Hoehn & Yahr (HY) stage 4.
Subjects: The subjects were outpatients with PD over HY stage 4 from fourteen 
hospitals in Yamagata Prefecture. 
Methods: The following parameters were investigated using a self-descriptive 
questionnaire: demographic characteristics, degree of independence with various 
activities of daily living (ADL), medical treatments, application for LTCI, the approved 
level of care amount, details of services used and Parkinsonian symptoms.
 Relationships between the approved levels of care amount and demographic 
characteristics were examined.
Results: The subjects were sixty-one patients and mean age (±SD) was 73.1 (±8.0) years.
A total of forty-eight subjects (80%) had applied for LTCI. 
 Items that demonstrated significant difference between applicant and non-applicant 
subjects were age, care period and degree of independence with bathing in the ADL 
items. The approved level of care amount was dispersed from 1 to 5.
 The approved level of care amount was strongly correlated with independence in ADL 
(r=0.80, p<0.01). However, they slightly correlated with Parkinsonian symptoms 
(r=0.39, p<0.05). 
 The results of study clearly show that the approved level of care differs, even if it was 
the same HY stage.
Key words： Patients with Parkinson's disease over Hoehn & Yahr stage 4, The application 
　　　　　 of Long-Term Care Insurance, ADL, Parkinsonian symptoms 
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